
番号 条　　　文

1 地方税法第20条の11

2 地方税法第353条

3 地方税法第354条の2

4 地方税法第382条

市町村の徴税吏員、固定資産評価員又は固定資産評価補助員は、固定資産税の賦課徴
収に関する調査のために必要がある場合には、次に掲げる者に質問し、又は第一号か
ら第三号までの者の事業に関する帳簿書類（その作成又は保存に代えて電磁的記録
（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によつては認識することができない方式
で作られる記録であつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）
の作成又は保存がされている場合における当該電磁的記録を含む。次条第一項第一号
及び第二号、第三百九十六条第一項、第三百九十六条の二第一項第六号並びに第三百
九十七条第一項第一号及び第二号において同じ。）その他の物件を検査し、若しくは
当該物件（その写しを含む。）の提示若しくは提出を求めることができる。
 一　納税義務者又は納税義務があると認められる者
 二　前号に掲げる者に金銭又は物品を給付する義務があると認められる者
 三　第一号に掲げる者にその者の所有に係る家屋を引き渡したと認められる者
 四　前三号に掲げる者以外の者で当該固定資産税の賦課徴収に関し直接関係があると
認められる者
２　前項第一号に掲げる者を分割法人（分割によりその有する資産及び負債の移転を
行つた法人をいう。以下この項及び第三百九十六条第二項において同じ。）とする分
割に係る分割承継法人（分割により分割法人から資産及び負債の移転を受けた法人を
いう。以下この項及び第三百九十六条第二項において同じ。）及び同号に掲げる者を
分割承継法人とする分割に係る分割法人は、前項第二号に規定する金銭又は物品を給
付する義務があると認められる者に含まれるものとする。
３　第一項の場合には、当該徴税吏員、固定資産評価員又は固定資産評価補助員は、
その身分を証明する証票を携帯し、関係人の請求があつたときは、これを提示しなけ
ればならない。
４　市町村の徴税吏員、固定資産評価員又は固定資産評価補助員は、政令で定めると
ころにより、第一項の規定により提出を受けた物件を留め置くことができる。
５　固定資産税に係る滞納処分に関する調査については、第一項の規定にかかわら
ず、第三百七十三条第七項の定めるところによる。
６　第一項又は第四項の規定による市町村の徴税吏員、固定資産評価員又は固定資産
評価補助員の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

　登記所は、土地又は建物の表示に関する登記をしたときは、十日以内に、その旨そ
の他総務省令で定める事項を当該土地又は家屋の所在地の市町村長に通知しなければ
ならない。
２　前項の規定は、次に掲げる場合について準用する。
　一　所有権、質権若しくは百年より長い存続期間の定めのある地上権の登記又はこ
れらの登記の抹消、これらの権利の登記名義人の氏名若しくは名称若しくは住所につ
いての変更の登記若しくは更正の登記若しくは百年より長い存続期間を百年より短い
存続期間に変更する地上権の変更の登記をした場合（登記簿の表題部に記録した所有
者のために所有権の保存の登記をした場合又は当該登記を抹消した場合を除く。）
　二　登記簿の表題部に記録した所有者又は所有権、質権若しくは百年より長い存続
期間の定めのある地上権の登記名義人その他総務省令で定める者から不動産登記法第
百十九条第六項の申出を受けた場合
　三　前二号に掲げるもののほか、総務省令で定める場合
３　市町村長は、第一項（前項（第一号に係る部分に限る。）において準用する場合
を含む。）の規定による登記所からの通知を受けた場合には、遅滞なく、当該土地又
は家屋についての異動を土地課税台帳又は家屋課税台帳に記載（当該土地課税台帳又
は家屋課税台帳の備付けが第三百八十条第二項の規定により電磁的記録の備付けをも
つて行われている場合にあつては、記録。以下この項において同じ。）をし、又はこ
れに記載をされた事項を訂正しなければならない。

特定個人情報保護評価書（全項目評価書）修正案　関係法令抜粋集

　徴税吏員は、この法律に特別の定めがあるものを除くほか、地方税に関する調査に
ついて必要があるときは、事業者（特別の法律により設立された法人を含む。）又は
官公署に、当該調査に関し参考となるべき簿書及び資料の閲覧又は提供その他の協力
を求めることができる。

　市町村長が固定資産税の賦課徴収について、政府に対し、固定資産税の納税義務者
で所得税若しくは法人税の納税義務があるものが政府に提出した申告書若しくは修正
申告書又は政府が当該納税義務者の所得税若しくは法人税に係る課税標準若しくは税
額についてした更正若しくは決定に関する書類を閲覧し、又は記録することを請求し
た場合には、政府は、関係書類を市町村長又はその指定する職員に閲覧させ、又は記
録させるものとする。

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容
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番号 条　　　文 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

5 地方税法第383条

6 地方税法第418条

7 番号法第9条第1項

8 番号法第9条第2項

9 別表の24の項 地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づ
く条例、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律又は特別
法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律（平成三十一
年法律第四号）による地方税、森林環境税若しくは特別法人事
業税の賦課徴収又は地方税、森林環境税若しくは特別法人事業
税に関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

　固定資産税の納税義務がある償却資産の所有者（第三百八十九条第一項の規定によ
つて道府県知事若しくは総務大臣が評価すべき償却資産又は第七百四十二条第一項若
しくは第三項の規定によつて道府県知事が指定した償却資産の所有者を除く。）は、
総務省令の定めるところによつて、毎年一月一日現在における当該償却資産につい
て、その所在、種類、数量、取得時期、取得価額、耐用年数、見積価額その他償却資
産課税台帳の登録及び当該償却資産の価格の決定に必要な事項を一月三十一日までに
当該償却資産の所在地の市町村長に申告しなければならない。

　市町村長は、第四百十条第一項の規定によつて固定資産の価格等を決定した場合又
は第三百八十九条第二項の規定によつて固定資産の価格等を登録した場合において
は、総務省令の定めるところによつて、その結果の概要調書を作成し、毎年四月中
に、これを道府県知事に送付しなければならない。ただし、第四百十条第一項ただし
書の規定により四月一日以後に決定した場合にあつては、その決定した日から一月以
内に送付しなければならない。

　地方公共団体の長その他の執行機関は、福祉、保健若しくは医療その他の社会保
障、地方税（地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）第一条第一項第四号に規
定する地方税をいう。以下同じ。）又は防災に関する事務その他の事務であって条例
で定めるものの処理に関して保有する特定個人情報ファイルにおいて個人情報を効率
的に検索し、及び管理するために必要な限度で個人番号を利用することができる。当
該事務の全部又は一部の委託を受けた者も、同様とする。

都道府県知事又は
市町村長

＜行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第一
の主務省令で定める事務を定める命令＞

第１６条　法別表二十四の項の主務省令で定める事務は、地方税法（昭和二十五年法
律第二百二十六号）その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例、森
林環境税及び森林環境譲与税に関する法律（平成三十一年法律第三号）又は特別法人
事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律（平成三十一年法律第四号）による地方
税、森林環境税若しくは特別法人事業税の課税標準の更正若しくは決定、税額の更正
若しくは決定、納税の告知、督促、滞納処分その他の地方税、森林環境税若しくは特
別法人事業税の賦課徴収に関する事務又は地方税、森林環境税若しくは特別法人事業
税に関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事務とする。

　別表の各項の上欄に掲げる行政機関、地方公共団体、独立行政法人等その他の行政
事務を処理する者（法令の規定により同表の当該各項の下欄に掲げる事務の全部若し
くは一部を行うこととされている者又は当該事務に準ずる事務（個別の法律の規定に
基づく事務を除き、当該事務の性質が同表の当該各項の下欄に掲げる事務と同一であ
ることその他政令で定める基準に適合する事務に限る。）として主務省令で定めるも
の（以下この項において「準法定事務」という。）を処理する者として主務省令で定
めるもの（第十九条第八号において「準法定事務処理者」という。）がある場合に
あっては、その者を含む。第四項において同じ。）は、同表の当該各項の下欄に掲げ
る事務（準法定事務を含む。同号において同じ。）の処理に関して保有する特定個人
情報ファイルにおいて個人情報を効率的に検索し、及び管理するために必要な限度で
個人番号を利用することができる。当該事務の全部又は一部の委託を受けた者も、同
様とする。
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番号 条　　　文 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

10 番号法第16条

11 番号法第19条 　

第8号

＜行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第十九条
第八号に基づく利用特定個人情報の提供に関する命令＞

第２条　法第十九条第八号の別表行政機関等のうち特定個人番号利用事務を処理する
者として主務省令で定めるものは、次の表の第一欄に掲げる者とし、同号の法別表の
各項の下欄に掲げる事務（準法定事務を含む。）のうち、迅速に特定個人情報の提供
を受けることによって効率化を図るべきものとして主務省令で定めるものは、次の表
の第二欄に掲げる事務とし、同号の利用特定個人情報を記録した特定個人情報ファイ
ルを保有する者として主務省令で定める別表行政機関等又は法務大臣は、同表の第三
欄に掲げる者とし、同号の特定個人番号利用事務を処理するために必要な特定個人情
報として主務省令で定めるものは、同表の第四欄に掲げる情報とする。

地方税法その他の地方
税に関する法律及びこ
れらの法律に基づく条
例又は森林環境税及び
森林環境譲与税に関す
る法律（平成三十一年
法律第三号）による地
方税又は森林環境税の
賦課徴収に関する事務
であって第五十条で定
めるもの

法務大臣
戸籍関係情報であって第五
十条で定めるもの

市町村長 医療保険者又は後
期高齢者医療広域
連合

医療保険給付関係情報で
あって第五十条で定めるも
の

何人も、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、特定個人情報の提供をしてはな
らない。

別表の各項の上欄に掲げる行政機関、地方公共団体、独立行政法人等その他の行政事
務を処理する者（準法定事務処理者を含む。以下この号において「別表行政機関等」
という。）のうち特定個人番号利用事務（同表の当該各項の下欄に掲げる事務のう
ち、迅速に特定個人情報の提供を受けることによって効率化を図るべきものとして主
務省令で定めるものをいう。以下この号及び次号において同じ。）を処理する者とし
て主務省令で定めるもの（法令の規定により特定個人番号利用事務の全部又は一部を
行うこととされている者がある場合にあっては、その者を含む。以下「情報照会者」
という。）が、特定個人番号利用事務を処理するために、政令で定めるところによ
り、当該特定個人番号利用事務を処理するために必要な特定個人情報として主務省令
で定めるもの（以下「利用特定個人情報」という。）を記録した特定個人情報ファイ
ルを保有する者として主務省令で定める別表行政機関等又は法務大臣（法令の規定に
より当該利用特定個人情報の利用又は提供に関する事務の全部又は一部を行うことと
されている者がある場合にあっては、その者を含む。以下「情報提供者」という。）
に対し、当該利用特定個人情報（情報提供者の保有する特定個人情報ファイルに記録
されたものに限る。）の提供を求めた場合において、当該情報提供者が情報提供ネッ
トワークシステムを使用して当該利用特定個人情報を提供するとき。

　個人番号利用事務等実施者は、第十四条第一項の規定により本人から個人番号の提
供を受けるときは、当該提供をする者から個人番号カードの提示を受けることその他
その者が本人であることを確認するための措置として政令で定める措置をとらなけれ
ばならない。

情報照会者 特定個人番号利用事務 情報提供者 利用特定個人情報

都道府県知事

児童福祉法による児童及び
その家庭についての調査及
び判定、身体障害者福祉法
による身体障害者手帳、精
神保健及び精神障害者福祉
に関する法律による精神障
害者保健福祉手帳又は知的
障害者福祉法にいう知的障
害者に関する情報（以下こ
の条において「障害者関係
情報」という。）であって
第五十条で定めるもの
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番号 条　　　文 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

第9号

内閣総理大臣
公的給付支給等口座登録簿
関係情報であって第五十条
で定めるもの

都道府県知事等
生活保護関係情報であって
第五十条で定めるもの

市町村長

地方税関係情報、母子保健
法による妊娠の届出に関す
る情報又は住民票関係情報
であって第五十条で定める
もの

厚生労働大臣
失業等給付関係情報であっ
て第五十条で定めるもの

条例事務関係情報照会者(第九条第二項の規定に基づき条例で定める事務のうち特定
個人番号利用事務に準じて迅速に特定個人情報の提供を受けることによって効率化を
図るべきものとして個人情報保護委員会規則で定めるものを処理する地方公共団体の
長その他の執行機関であって個人情報保護委員会規則で定めるものをいう。第二十六
条において同じ。)が、政令で定めるところにより、条例事務関係情報提供者(当該事
務を処理するために必要な利用特定個人情報を記録した特定個人情報ファイルを保有
する者として個人情報保護委員会規則で定める個人番号利用事務実施者をいう。以下
この号及び同条において同じ。)に対し、当該事務を処理するために必要な利用特定
個人情報であって当該事務の内容に応じて個人情報保護委員会規則で定めるもの(条
例事務関係情報提供者の保有する特定個人情報ファイルに記録されたものに限る。)
の提供を求めた場合において、当該条例事務関係情報提供者が情報提供ネットワーク
システムを使用して当該利用特定個人情報を提供するとき。

4/4


